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あ な た も 泉 北 教 職 員 組 合 へ

「評価・育成システム」

を

なくそう！

日本の公財政教育支出の対ＧＤＰ比は3.6

％でＯＥＣＤ諸国平均5.4％に比べて最低の

低さです。せめて、ＯＥＣＤ並にするとこと

で、教育予算を８．５兆円増やすことができ

ます。

少人数学級実現のための教職員定数増や学

校施設の改善など、子どもたちの学びを保障

するために、国や大阪府は教育予算を抜本的

に増やすべきでないでしょうか。

2013年度は、国の責任による「35人以下学

級」実現が見送られ、大阪府でも府独自によ

る小学校３年からの「35人以下学級」は実現

していません。

都道府県単位で大きく少人数学級実施がお

くれているのは大阪、広島、熊本だけです。

すべての小中高で30人学級を実現すること

は教育問題の最大の課題です。

2012年９月、日本政府は、これまで留保し

ていた「すべての子どもが親の年収に関係な

く、無償で教育を受けられる」ことを定めた

国際人権規約第13条2項(b)(c)項の留保撤回

を国連に通告し、世界に教育費無償化を公約

しました。

ところが、政府は公立高校授業料無償化に

「所得制限」を導入しようとしています。今

やるべきは、私立高校や大学にも「教育費無

償化」を広げることでないでしょうか。


